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「居宅介護支援事業所」のご利用について 

（伊勢あさま苑指定居宅介護支援事業所） 

（平成 30 年 4 月１日現在） 
１．施設の目的 当事業所は、介護保険法令に基づく居宅介護支援サービスを提供します。 
２．運営方針 ・提供するサービスは、介護保険法等関係法令の主旨に沿ったサービスを提供します。 

・ 要介護度状態にある契約者が可能な限り居宅おいて、その有する能力に応じて自立した

日常生活を営むことができるよう支援します。 
・ 契約者の選択に基づいた適切な福祉サービス及び保険医療サービスが多様な事業者か

ら総合的・効率的に提供されるよう支援します。 
・ サービスの提供に当っては、契約者の意思及び人格を尊重し、提供されるサービスが特

定の種類及び事業者に偏ることのないように努めます。 
・ 関係市町村、指定居宅サービス事業者及び介護施設との連携に努めます。 
・ 職員の教育研修に努め、提供するサービスの向上に努めます。 

３．職員体制  
《主な職種の配置状況》 

職種 常勤 非常勤 合計 
管理者 １名（兼務）  １名 

介護支援専門員 ２名 (専従１、兼務１)  ２名 
    

 

４．営業日 ①営業日      日曜日を除く毎日。 
②営業時間     午前８時３０分から午後５時３０分 
※年末年始（１２月３１日から１月３日）は、休業します。 

５．サービスの

提供地域 
サービスをご利用いただく地域は、伊勢市、鳥羽市及び玉城町となっています。 

６．サービス 
内  容 

（１）居宅サービス計画作成の支援 
 ①契約者の居宅を訪問し、契約者及びその家族等に面接して情報を収集し、解決すべき

課題を把握します。 
 ②当該地域における指定居宅サービス事業者に関するサービスの内容、利用料等の情報

を適正に契約者及びその家族等に提供し、契約者にサービスの選択を求めます。 
 ③提供されるサービスの目標、その達成時期、サービスを提供する上での留意点を盛り

込んだ居宅サービス計画の原案を作成します。 
 ④居宅サービス計画の原案に位置付けた指定居宅サービス等について、保険給付の対象

となるか否かを区分し、その種類・内容・利用料等について説明し、契約者から文書

による同意を受けます。 
 ⑤その他、居宅サービス計画作成に関する必要な支援を行います。 
（２）経過観察・再評価 
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 ①契約者及びその家族等と毎月連絡を取り、経過の把握に努めます。 
 ②居宅サービス計画の目標に添ってサービスが提供されるように、指定居宅サービス事

業者等との連絡調整を行います。 
 ③契約者の状態について定期的に再評価を行い、状態の変化に等に応じて居宅サービス

計画変更の支援、要介護認定区分変更申請の支援を行います。 
（３）施設入所への支援 
 ・契約者が介護保険施設への入所を希望した場合は、介護保険施設の紹介、その他の支

援をします。 
（４）居宅サービスの変更 
 ・契約者が居宅サービスの変更を希望した場合、又は事業者が居宅サービス計画の変更

が必要と判断した場合は、事業者と契約者双方の合意を得て、居宅サービス計画を変

更します。 
（５）給付管理 
 ・居宅サービス計画作成後、その内容に基づいて毎月、給付管理表を作成し、三重県国

民健康保険団体連合会に提出します。 
（６）要介護認定等の申請に係る援助 
 ・契約者が要介護認定又は要支援認定更新申請及び状態の変化に伴う区分変更の申請が

円滑に行えるよう支援します。 
（７）サービス提供の記録 
 ①指定居宅介護支援の提供に関する記録を作成し、契約終了後２年間まで保管する。 
 ②契約者は、事業者の営業時間内にその事業所において、その契約者に関する①のサー

ビス実施記録を閲覧できます。 
 ③契約者は、契約者に関する①のサービス実施記録の複写して交付を受けることができ

ます。 
 ④契約者又は事業者の都合により利用契約の解約を文書で通知し、かつ契約者が希望し

た場合は、事業者は直近の居宅サービス計画及び実施状況に関する書類を作成し、契

約者に交付します。 
７．サービスの

利用方法 
（１）サービスの利用開始 
 ・まずは、お電話でお申込ください。  

・日時等を調整して、介護支援専門員がお伺いします。 
・利用が決まりましたら「利用契約」を結び、介護支援サービスの提供を開始します。 

（２）サービスの終了 
 ①お客様の都合でサービスを終了する場合 
   文書でお申出があれば、いつでもサービスを解約できます。 
 ②当事業所の都合でサービスを終了する場合 
   当方のやむを得ない事情で、サービスの提供を終了させていただく場合があります

が、その場合には終了予定の１ヶ月前までに文書で通知するとともに、地域の他の

居宅介護支援事業者をご紹介します。 
 ③サービスの自動終了 
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   次のような場合には、双方の合意がなくても自動的にサービスの提供を終了します。 
・ お客さま（契約者）が亡くなられたり、被保険者資格を喪失されたとき 
・ お客さまの要介護認定区分が介護保険の要支援・非該当と認定されたとき 
・ お客さま（契約者）が介護保険施設等へ入所したとき 
④その他 

・ 当方が正当な理由もなくサービスを提供しない場合、守秘義務に違反した場合、契約者

及びその家族等に社会通念上逸脱する行為を行った場合、倒産したような場合は、契約

者及びその家族等から文書で契約を終了することができます。 
・ 契約者及びその家族等が当苑や担当の介護支援専門員に対して、本契約継続することが

難しいほどの背信行為を行った場合は、文書で通知し、即座にサービスを終了させてい

ただくことがあります。 
・ 天災、その他事業者の直接的な責任に起因しない事由により通常のサービスが提供でき

なくなった場合には、契約者へのサービスを終了させていただく場合があります。 
８．利用料金 （１）利用料金 

 ・要介護又は要支援者として認定を受けられた方は、介護保険制度により介護保険から

全額給付されるので、自己負担はありません。 
  ただし、介護保険料の滞納等により、保険給付金が事業者に支払われない場合は、要

介護度に応じて１ヶ月あたり下記の料金を支払っていただきます。 
   このような場合には、当事業所からサービス提供証明書を発行しますので、後日居

住している市町村の窓口へ提出すると、全額払戻しを受けることができます。 
   【１ヶ月の利用料金】 

○ 要介護１、要介護２は、１０,５３０円 
○ 要介護３、要介護４、要介護５は、１３,６８０円 

   【加算料金】 
○ 初回加算  
○ 退院・退所加算 
○ 入院時情報連携加算 
○ 小規模多機能型居宅介護事業所連携加算 
○ 複合型サービス事業所連携加算 
○ 緊急時等居宅カンファレンス加算 

（２）交通費 
 ・「５．サービスの提供地域」にお住まいの方は、無料です。 
  それ以外の地域の方は、介護支援専門員が訪問するための交通費実費を負担していた

だきます。 
（３）解約料 
 ・契約者は、何時でも契約を文書により解約することができるので、解約料はかかりま

せん。 
 

 


